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第１ 【企業の概況】 

当社グループは、当社及び子会社１社で構成されておりますが、子会社の重要性が乏しいため、(中間)

連結財務諸表を作成しておりません。以下の記載はすべて当社に係る記載であります。 

また、当社は心臓循環器関連の商品に特化して事業展開を図っており、事業の種類別の記載については

該当事項がありません。以下の記載は、可能な範囲で当社の主要な商品区分と関連づけて記載しておりま

す。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

該当事項はありません。 

(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等を含めておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第25期までは希薄化効果を有する潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

３ 第25期中及び第25期の持分法を適用した場合の投資利益の金額については、関連会社の損益等からみて重 

要性が乏しいため、またその他の回次については、該当事項がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 8,654 8,726 9,709 17,733 18,034

経常利益金額 (百万円) 385 488 782 1,046 1,052

中間(当期)純利益金額 (百万円) 214 217 430 485 457

持分法を適用した場合の 
投資利益の金額

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 2,115 2,115 2,115 2,115 2,115

発行済株式総数 (千株) 12,302 12,302 11,302 12,302 11,302

純資産額 (百万円) 12,693 12,869 12,874 12,950 12,874

総資産額 (百万円) 18,127 18,019 18,671 18,671 19,117

１株当たり純資産額 (円) 1,195.70 1,214.51 1,270.02 1,218.87 1,248.23

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 19.39 20.55 42.06 41.59 40.26

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― 41.95 ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 25.00 25.00

自己資本比率 (％) 70.0 71.4 69.0 69.4 67.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △165 △150 △685 659 △6

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △105 △74 12 △116 △372

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △788 △218 △407 △807 △4

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 1,904 2,255 1,234 2,698 2,314

従業員数《ほか、平均臨
時雇用者数》

(名)
325
《57》

340
《61》

364
《86》

328
《49》

346
《61》



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

該当事項はありません。 

(2) 主要な関係会社の異動 

該当事項はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

該当事項はありません。 

  

(2) 提出会社における状況 

① 従業員数 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 当社は単一の事業を営んでいるため、事業の種類別の従業員数は記載しておりません。 

２ 嘱託、パートタイマー、アルバイト等の臨時従業員の期中平均雇用数は86 名であります。 

なお、雇用数は、臨時従業員の総執務時間数を一般従業員の就業規則に基づく年間所定労働時間数で除して

算出しております。 

  

② 従業員数の著しい増減又は労働組合との間の特記すべき事項等 

該当事項はありません。 

  

  

従業員数(名) 364



第２ 【事業の状況】 

当社グループは、当社及び子会社１社で構成されておりますが、子会社の重要性が乏しいため、中間連

結財務諸表を作成しておりません。従って以下の記載はすべて当社に係る記載であります。 

また、当社は心臓循環器関連の商品に特化して事業展開を図っており、事業の種類別の記載については

該当事項がありません。以下の記載は、可能な範囲で当社の主要な商品区分と関連付けて記載しておりま

す。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間における医療機器業界は、本年４月に改正薬事法が施行されたほか、特定機能病院医

療包括制度の拡大などの医療行政改革が実施され、心臓ペースメーカ用リード等の特定保険医療材料償

還価格の引下げもあり、国内各企業間の価格競争がますます激化し、経営環境は一層の厳しい状況に置

かれました。 

 このような状況の中で当社は、売上高向上に向け営業力の強化、利益率の高い自社製品の販売強化に

マンパワーを注力いたしました。 

 この結果、当中間会計期間における売上高は9,709百万円と前中間会計期間に比べて983百万円

（11.3％）の増収となりました。 

 利益面におきましては、売上高の増加、特定保険医療材料償還価格の引下げ対象になる商品が少なか

ったことにより、営業利益は532百万円と前中間会計期間に比べて183百万円（52.7％）増加となりまし

た。経常利益は782百万円と前年同期に比べて293百万円（60.1％）増加、中間純利益は430百万円と前

年同期に比べて212百万円（97.7％）増加とすることができました。 

① 人工臓器類 

 人工臓器類の主力商品である心臓ペースメーカにつきましては、特定保険医療材料償還価格の引下げ

がなく昨年12月に市場投入しました新商品が好調に推移したため、売上高は前期比11.5％増加となりま

した。一方心臓ペースメーカ用リードは特定保険医療材料償還価格の引下げの対象となったために販売

数量は伸長したものの売上高18.4％減となりましたが、ＩＣＤ（植込み型除細動器）は前期に引き続き

好調な売れ行きを示し50.9％増となり、心臓ペースメーカ関連商品の当中間会計期間における売上高

5,837百万円（前期比11.1％増）となりました。 

 その他の人工臓器類売上につきましては、前事業年度からの傾向は変わらず、人工血管では前期比

11.8％増加したものの、人工心臓弁（機械弁）、人工肺関連商品ではそれぞれ前期比17.3％減、0.5％

減と振るいませんでした。 

 この結果、人工臓器類全体の当中間会計期間の売上高は7,869百万円（前期比8.0％増）となりまし

た。 

② ディスポーザブルカテーテル類 

 ディスポーザブルカテーテル類の主力商品である冠動脈血管拡張バルーンカテーテルは前事業年度に

引き続き好調に推移し売上高が前年対比30.6％増加し、ディスポーザブルカテーテル類全体の当中間会

計期間における売上高は922百万円（前期比11.9％増）となりました。 

③ その他 

 その他商品につきましては、自社製造製品である電気生理用カテーテル及びアブレーションカテーテ

ルが前事業年度に引き続き好調に推移し売上高がそれぞれ前年対比26.1％、69.6％増加し、その他商品

全体の売上高は917百万円（前年比49.7％増）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 主なキャッシュ・フロー減少要因は、前年同期は心臓ペースメーカの新商品発売を控え在庫を調整し

ておりましたので、たな卸資産が181百万円減少したのに対し、当中間会計期間は逆にＩＣＤ（植込み

型除細動器）、冠動脈血管拡張バルーンカテーテルの売上が好調なことや新商品導入により、たな卸資

産が642百万円増加したことであります。 

 この結果、当中間会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期と比較して534百万円減

少し、685百万円の支出超過となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは前年同期と比較して86百万円増加し、12百万

円の収入超過となりました。主なキャッシュ・フロー増加要因は前年同期と比較して投資有価証券の取

得による支出が385百万円増加し、投資有価証券の売却による収入が456百万円増加したこと、保険積立

金の減少による入金額が前年同期と比較して92百万円増加したことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは前年同期と比較して188百万円減少し、407百

万円の支出超過となりました。主なキャッシュ・フロー減少要因は前年同期にはなかった自己株式の取

得による支出が150百万円あったこと、前中間会計期間にはあった独立行政法人化学技術振興機構から

の長期借入金45百万円の収入がなくなったことによるものです。 

 この結果、当中間会計期間における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ1,080百万円減少

し、1,234百万円となりました。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

 
  

  

(2) 受注実績 

当社の事業形態は、原則として受注残高が発生しないため、記載を省略いたしました。 

  

(3) 販売実績 

  

 
(注) １ 総販売実績に占める販売実績の割合が100分の10以上となる得意先はありません。 

２ 輸出高については、該当事項はありません。 

３ 上記金額には、消費税等は含めておりません。 

  

(4) その他生産、受注及び販売等に関して特記すべき事項 

特記すべき事項はありません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

(1) 当中間会計期間において生じた、事業上及び財務上の対処すべき課題の重要な変更 

該当事項はありません。 

  

(2) 当中間会計期間において新たに生じた、事業上及び財務上の対処すべき課題 

該当事項はありません。 

  

製品区分 生産高(千円) 前年同期比(％)

ＥＰ・アブレーションカテーテル類 377,052 186.7

その他 134,709 93.5

合計 511,761 147.9

商品区分 金額(千円) 前年同期比(％)

人工臓器類 7,869,686 108.0

ディスポーザブルカテーテル類 922,723 111.9

その他 917,225 149.7

合計 9,709,635 111.3



４ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 合併 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な営業の譲渡又は譲受け等 

該当事項はありません。 

  

(3) 営業の全部若しくは主要な部分の賃貸借等、その他経営上の重要な契約の締結、重要な変更又は解約

該当事項はありません。 

  

(4) 株式交換又は株式移転 

該当事項はありません。 

  

(5) 新設分割又は吸収分割 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

  当社は、高付加価値ディスポーザブルカテーテル製品の開発を目指し、この分野に主要な研究   

  開発活動を集中させております。 

  当社リサーチセンターでは、集積された臨床現場の情報を最大限に利用して既存製品の改良を 

  行うと共に、大学研究室と提携し、共同開発を手掛ける等の活動の中で、高付加価値製品の開発 

  を目指しております。 

  当中間会計期間の研究開発活動は、特に電気生理用（ＥＰ）カテーテル（商品名 ＥＰスタ 

  ー）において、新製品の開発並びに既存製品の改良に注力いたしました。 

   また、前事業年度に引き続き心筋焼灼術用（アブレーション）カテーテル（商品名 アブレイ 

  ズ）の製品改良にも注力いたしました。 

   当中間会計期間においては、117百万円の研究開発費を計上いたしました。 

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

当社グループは、当社及び子会社１社で構成されておりますが、子会社の重要性が乏しいため、中間連

結財務諸表を作成しておりません。以下の記載は全て当社に係る記載であります。 

また、当社は心臓循環器関連の商品に特化して事業展開を図っており、事業の種類別の記載については

該当項目がありません。以下の記載は、可能な範囲で当社の主要な商品区分と関連付けて記載しておりま

す。 

  

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 主要な設備の重要な異動 

該当事項はありません。 

  

(2) 主要な設備の重要な休止 

該当事項はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前事業年度末における計画の重要な変更 

該当事項はありません。 

  

(2) 前事業年度末の計画のうち、完了したもの 

該当事項はありません。 

  

(3) 新たに確定した計画 

特記すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

 当会社が発行する株式の総数は43,300,000株とする。 

 ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 43,300,000

計 43,300,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 11,302,497 同左
ジャスダック証券
取引所

―

計 11,302,497 同左 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

 
（注）１ 新株予約権の目的となる株式の数の調整 

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整

します。 

なお、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていない目的たる株式の数について行われ、

調整の結果1株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交

換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式

の数を調整することができます。 

２ 払込金額の調整 

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じた1円未満の端数は切り上げます。 
  

   
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交

換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、その他払込金額の調

整を必要とするやむ得ない事由が生じた場合は、当社は合理的な範囲で払込金額を調整することができま

す。 

中間会計期間末現在

(平成17年９月30日)

提出日の前月末現在

(平成17年11月30日)

新株予約権の数（個） 2,830 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 283,000 （注）1 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり879（注）2 同左

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日～

平成20年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合 

の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  879

資本組入額 440
同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても当社の取締役、監査

役、従業員及び顧問の地位

にあることを要する。ただ

し、任期満了による退任も

しくは定年退職した場合に

はこの限りではない。

相続人による新株予約権

の行使は認めない。

その他、権利行使の条件

は新株予約権発行の定時株
主総会決議及び取締役会決
議に基づき、当社と新株予

約権の割当を受けた者との

間で締結する「新株予約権
割当契約書」に定めると
ころによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の質入その他の

処分は認めない。 

新株予約権を譲渡するに

は、取締役会の承認を要す

る。

同左

         調整後払込金額＝調整前払込金額×

１

分割・併合の比率



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

― 11,302,497 ― 2,115,241 ― 2,133,946



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 上記のほか、当社所有の自己株式 1,165千株(10.31 ％)があります。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が 1,500 株(議決権15個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」には自己株式 50株(自己保有株式)が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

増本武司 東京都港区白金2-7-41-405 3,427 30.33

鈴木啓介 東京都品川区北品川4-8-14-307 1,427 12.63

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海1-8-11 511 4.52

バンク オブ ニューヨーク ジ
ーシーエム クライアント アカ
ウンツ イーアイエスジー
(常任代理人 株式会社東京三菱銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

385 3.40

日本ライフライン従業員持株会
東京都豊島区池袋2-38-1      
日本ライフライン株式会社内

136 1.20

上田勝啓 大阪府吹田市千里山月が丘35-5 134 1.19

長濱岳司 東京都板橋区志村1-26-9 116 1.03

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区鍛冶町2-6-2 110 0.97

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 100 0.88

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1-13-1 100 0.88

計 ― 6,446 57.04

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 1,165,500

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 10,134,900 101,349 ―

単元未満株式  
普通株式 2,097 ― ―

発行済株式総数 11,302,497 ― ―

総株主の議決権 ― 101,349 ―



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 上記の他、単元未満株式  50株を自己名義で所有しております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) ジャスダック証券取引所の株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ 

  ん。 

 

 
  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本ライフライン株式会社

東京都豊島区池袋 
２－38－１

1,165,500 ― 1,165,500 10.31

計 ― 1,165,500 ― 1,165,500 10.31

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 940 925 965 1,115 1,050 1,069

最低(円) 850 870 900 950 930 1,022



第５ 【経理の状況】 

１ 当社グループは、当社及び子会社１社で構成されておりますが、子会社の重要性が乏しいため、「中間

連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)に基づく中間連結財務

諸表は作成しておりません。 

  

２ 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

３ 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月

30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、

新日本監査法人の中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

当社グループは、当社及び子会社１社で構成されておりますが、子会社の重要性が乏しく、中間連結財

務諸表を作成していないため、該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

(1) 現金及び預金 1,678,732 757,518 1,838,014

(2) 受取手形 2,247,620 2,317,535 2,155,762

(3) 売掛金 3,205,859 3,672,557 3,580,350

(4) 有価証券 576,467 476,579 476,528

(5) たな卸資産 5,665,241 6,644,547 6,002,255

(6) その他の流動資産 ※１ 898,944 856,140 1,097,297

  貸倒引当金 △1,000 ー △1,100

  流動資産合計 14,271,865 79.2 14,724,878 78.9 15,149,108 79.2

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※２ 747,258 4.1 784,958 4.2 724,087 3.8

２ 無形固定資産 17,003 0.1 16,468 0.1 16,468 0.1

３ 投資その他の資産

(1) 長期前払費用 944,099 793,522 867,289

(2) その他の投資 2,071,984 2,364,985 2,393,636

 貸倒引当金 △32,807 2,983,276 16.6 △13,657 3,144,851 16.8 △32,907 3,228,018 16.9

固定資産合計 3,747,538 20.8 3,946,278 21.1 3,968,574 20.8

資産合計 18,019,403 100.0 18,671,156 100.0 19,117,682 100.0



 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

(1) 買掛金 1,396,091 1,606,610 1,775,695

(2) 短期借入金 1,400,000 1,700,000 1,700,000

(3) 未払法人税等 344,594 384,351 428,082

(4) その他の流動負債 ※３ 893,014 941,499 1,039,649

流動負債合計 4,033,700 22.4 4,632,461 24.8 4,943,426 25.9

Ⅱ 固定負債

(1) 長期借入金 45,478 203,389 203,389

(2) 退職給付引当金 523,242 572,820 532,123

(3) 役員退職慰労金 
  引当金

540,700 381,100 557,200

(4) その他の固定負債 7,277 7,288 7,243

固定負債合計 1,116,698 6.2 1,164,597 6.2 1,299,956 6.8

負債合計 5,150,398 28.6 5,797,059 31.0 6,243,382 32.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,115,241 11.7 2,115,241 11.3 2,115,241 11.1

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 2,133,946 11.8 2,133,946 11.4 2,133,946 11.1

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 528,810 528,810 528,810

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 6,000,000 6,000,000 6,000,000

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

3,552,996 10,081,806 56.0 3,255,300 9,784,110 52.4 3,116,880 9,645,691 50.4

Ⅳ 土地再評価差額金 △347,476 △1.9 △347,476 △1.8 △347,476 △1.8

Ⅴ その他有価証券評価 
  差額金

4,828 0.0 25,758 0.2 13,808 0.1

Ⅵ 自己株式 △1,119,340 △6,2 △837,482 △4.5 △686,910 △3.6

資本合計 12,869,005 71.4 12,874,097 69.0 12,874,300 67.3

負債・資本合計 18,019,403 100.0 18,671,156 100.0 19,117,682 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 8,726,029 100.0 9,709,635 100.0 18,034,440 100.0

Ⅱ 売上原価 4,684,098 53.7 5,097,658 52.5 9,560,771 53.0

売上総利益 4,041,931 46.3 4,611,977 47.5 8,473,669 47.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,692,834 42.3 4,079,033 42.0 7,622,999 42.3

営業利益 349,096 4.0 532,943 5.5 850,670 4.7

Ⅳ 営業外収益 ※１ 149,197 1.7 259,791 2.7 228,618 1.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 9,611 0.1 10,249 0.1 27,222 0.2

経常利益 488,682 5.6 782,486 8.1 1,052,065 5.8

Ⅵ 特別利益 ※３ 19,702 0.2 100,986 1.0 14,241 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４ 3,539 0.0 2,808 0.0 13,677 0.1

税引前中間(当期) 
純利益

504,846 5.8 880,664 9.1 1,052,629 5.8

法人税、住民税 
及び事業税

344,530 385,186 727,286

法人税等調整額 △57,473 287,057 3.3 64,907 450,094 4.7 △132,110 595,175 3.3

中間(当期)純利益 217,789 2.5 430,570 4.4 457,453 2.5

前期繰越利益 3,335,207 2,824,730 3,335,207

自己株式消却額 － － 675,780

中間(当期)未処分 
利益

3,552,996 3,255,300 3,116,880



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

(1) 税引前中間(当期)純利益 504,846 880,664 1,052,629

(2) 減価償却費 112,518 92,972 223,360

(3) その他の償却費 79,970 56,523 152,733

(4) 貸倒引当金の減少額 △3,335 △15,700 △3,135

(5) 退職給付引当金の増加額 5,115 40,696 13,996

(6) 役員退職慰労金引当金の 
  増加額(△減少額)

16,400 △176,100 32,900

(7) 受取利息及び受取配当金 △2,178 △3,678 △4,153

(8) 受取保険金及び保険配当金 △68,780 △117,605 △144,320

(9) 支払利息 4,105 5,006 8,819

(10)固定資産売却、処分損 2,672 891 5,191

(11)投資有価証券売却益 ― △25,785 △8,767

(12)売上債権の減少額
（△増加額）

31,353 △253,979 △251,279

(13)たな卸資産の減少額
（△増加額）

181,708 △642,292 △155,305

(14)仕入債務の減少額 △403,678 △169,084 △24,075

(15)未払消費税等の減少額 △9,328 △22,184 △15,674

(16)役員賞与の支払額 △35,000 △35,000 △35,000

(17)その他 △124,576 129,599 △110,014

小計 291,811 △255,056 737,906

(18)利息及び配当金の受取額 2,171 3,686 4,130

(19)利息の支払額 △4,106 △4,985 △9,137

(20)法人税等の支払額 △440,575 △428,917 △739,843

営業活動による 
キャッシュ・フロー

△150,699 △685,272 △6,944



  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

(1) 有形固定資産の取得による 
  支出

△102,468 △171,173 △173,435

(2) 投資有価証券の取得による 
  支出

△74,111 △459,833 △660,884

(3) 投資有価証券の売却による 
  収入

10,111 466,503 271,327

(4) 長期貸付金の実行による 
  支出

△27,000 △15,000 △50,285

(5) 長期貸付金回収による収入 27,891 33,592 55,748

(6) ゴルフ等会員権の売却に 
  よる収入

1,200 450 1,200

(7) 長期前払費用の支出 △2,781 △6,752 △5,629

(8) 保険積立金の増加による 
  支出

△37,358 △31,866 △121,493

(9) 保険積立金の減少による 
  収入

111,586 204,043 260,828

(10)その他の支出 △2,432 △22,742 △5,283

(11)その他の収入 21,018 14,823 55,064

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△74,345 12,045 △372,841

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

(1) 短期借入による収入 ― ― 300,000

 (2) 長期借入による収入 45,478 ― 203,389

(3) 自己株式の取得による支出 ― △150,572 △243,350

(4) 配当金の支払額 △264,219 △256,644 △264,695

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△218,741 △407,216 △4,656

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額

― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  減少額

△443,786 △1,080,444 △384,442

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高

2,698,985 2,314,542 2,698,985

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

※１ 2,255,199 1,234,098 2,314,542



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
重要な会計方針の要約
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

 

 (1) その他有価証券 

  ①時価のあるもの

 

 時価法によっており、時

価は中間期末日現在の市場

価格等を用いております。

その結果算定された評価差

額の処理は、洗替方式に基

づき、評価差額の合計額を

資本の部に計上する全部資

本直入法によっておりま

す。なお、売却原価算定の

ための評価方法は、移動平

均法によっております。

同左

 

 時価法によっており、時

価は期末日現在の市場価格

等を用いております。その

結果算定された評価差額の

処理は、洗替方式に基づ

き、評価差額の合計額を資

本の部に計上する全部資本

直入法によっております。

なお、売却原価算定のため

の評価方法は、移動平均法

によっております。

  ②時価のないもの  移動平均法に基づく原価

法によっております。

同左 同左

 (2) 子会社株式及び

関連会社株式

 移動平均法に基づく原価

法によっております。

同左 同左

 (3) たな卸資産  移動平均法に基づく原価

法によっております。

同左 同左

 (4) デリバティブ取

引

  ①為替予約取引

 

 

 時価法によっており、時

価は主要取引銀行から提示

された中間期末日現在の先

物価格に基づき算定してお

ります。

 

 

同左

 

 

 時価法によっており、時

価は主要取引銀行から提示

された期末日現在の先物価

格に基づき算定しておりま

す。

  ②通貨スワップ取

引

 時価法によっており、時

価は当該取引先証券会社か

ら提示された中間期末日現

在の評価額によっておりま

す。

同左  時価法によっており、時

価は当該取引先証券会社か

ら提示された期末日現在の

評価額によっております。

２ 固定資産の減価償

却の方法

 

 (1) 有形固定資産  定率法によっており、耐

用年数及び残存価額は法人

税法に定めるものと同一の

基準によっております。

同左 同左

 (2) 無形固定資産  平成11年３月期までに完

成し、または開発に着手し

ていた自社利用のソフトウ

ェア開発費用について、社

内における見込利用可能期

間(５年)を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法

によっております。

―――――  平成11年３月期までに完

成し、または開発に着手し

ていた自社利用のソフトウ

ェア開発費用について、社

内における見込利用可能期

間(５年)を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法

によっております。

 (3) 長期前払費用  契約期間等にわたり、均

等償却しております。

同左 同左



項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
重要な会計方針の要約
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

 

 債権の貸倒による損失に

備えるため、以下の基準に

より計上しております。

同左 同左

  ①一般債権  貸倒実績率に基づき計上

しております。

同左 同左

  ②貸倒懸念債権及

び破産更生債権

等

 個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上

しております。

同左 同左

 (2) 退職給付引当金  従業員の退職給付支給に

備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる退職給付の額を計上し

ております。 

 なお、数理計算上の差異

については平均残存勤務年

数内の一定年数(５年)によ

る按分額をそれぞれ発生の

翌事業年度より費用処理し

ております。

 従業員の退職給付支給に

備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる退職給付の額を計上し

ております。 

 数理計算上の差異につい

ては平均残存勤務年数内の

一定年数(５年)による按分

額をそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理しており

ます。          

  また、平成17年４月１日

より確定給付型年金制度か

ら確定拠出型年金制度へ移

行いたしました。これによ

り発生した過去勤務債務に

ついては、平均残存勤務年

数内の一定年数（５年）に

よる按分額を発生事業年度

より費用処理しておりま

す。

 従業員の退職給付支給に

備えるため、当事業年度末

における退職給付見込額の

うち当事業年度末において

発生していると認められる

退職給付費用の額及び年金

資産の額に基づき計上して

おります。 

 数理計算上の差異の処理

については平均残存勤務年

数内の一定年数(５年)によ

る按分額を発生の翌事業年

度より費用処理しておりま

す。 

 過去勤務債務の処理につ

いては、平均残存勤務年数

内の一定年数（５年）によ

る按分額を発生の事業年度

より月割りで費用処理して

おります。

 (3) 役員退職慰労金

引当金

 取締役及び監査役の退任

に伴う役員退職慰労金の支

出に充てるため、商法施行

規則第43条に定める引当金

として、内規に基づく要支

給額を計上しております。

同左 同左

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キャ

ッシュ・フロー計算

書)における資金(現

金及び現金同等物)

の範囲

 手許現金、随時引き出し

可能な預金の他、容易に換

金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリス

クしか負わず、取得日から

３ヵ月以内に償還期限の到

来する短期投資が含まれて

おります。

同左 同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の



 
  

ための基本となる重要

な事項

 消費税等の会計処理  税抜方式によっておりま

す。

同左 同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針６号 平成15年

10月31日） を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。

―――――



追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以降に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。

この結果、販売費及び一般管理費

が15百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、15百

万円減少しております。

――――― 「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成15年法律９号）が平成15
年３月31日に公布され、平成16年４
月１日以降に開始する事業年度より
外形標準課税制度が導入されたこと
に伴い、当事業年度から「法人事業
税における外形標準課税部分の損益
計算書上の表示についての実務上の
取扱い」（平成16年２月13日 企業
会計基準委員会 実務対応報告第12
号）に従い法人事業税の付加価値割
及び資本割については、販売費及び
一般管理費に計上しております。 
 この結果、販売費及び一般管理費
が33百万円増加し、営業利益、経常
利益及び税引前当期純利益が、33百
万円減少しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 担保資産

その他の流動資産のうち

6,000千円を通貨スワップ取引

保証金として供しております。 

※１   ―――――

  

 

 

※１ 担保資産

その他の流動資産のうち

96,000千円を通貨スワップ取引

保証金として供しております。

 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,652,905千円
 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,801,075千円
 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,718,770千円

※３ 仮払消費税等及び仮受消費税

等の表示

仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺し、相殺後の金額は「そ

の他の流動負債」に含めて表示

しております。

※３ 仮払消費税等及び仮受消費税

等の表示

同左

※３ 未払消費税等の表示

未払消費税等は「その他の流

動負債」に含めて表示しており

ます。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息及び
割引料

1,653千円

為替差益 59,001千円

受取保険金及び
保険配当金

68,780千円

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息及び
割引料

3,165千円

為替差益 111,181千円

受取保険金及び
保険配当金

117,605千円

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息及び
割引料

3,383千円

為替差益 33,529千円

受取保険金及び
保険配当金

144,320千円

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息及び 
割引料

4,105千円

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息及び
割引料

5,006千円

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息及び
割引料

8,819千円

※３    ――――― ※３ 特別利益のうち重要なもの  

  確定拠出年金
  移行益      32,026千円

  役員退職慰労金
  引当金戻入益   28,425千円

  投資有価証券
  売却益      27,631千円

  貸倒引当金戻入益 10,753千円

  役員退職慰労金戻入益は、当中
  間会計期間中における役員退職 
  慰労金に係る内規の改正に伴う 
  ものであります。

 

※３ 特別利益のうち重要なもの

貸倒引当金戻入益 3,840千円

※４    ――――― ※４ 特別損失のうち重要なもの

  投資有価証券
  売却損            1,845千円
  ゴルフ会員権等
  売却損               64千円

 

※４ 特別損失のうち重要なもの

投資事業組合
持分損失

6,146千円

 

 ５ 減価償却額

有形固定資産 94,152千円

無形固定資産 18,365千円
 

 ５ 減価償却額

有形固定資産 92,972千円

無形固定資産 ―千円
 

 ５ 減価償却額

有形固定資産 204,459千円

無形固定資産 18,900千円



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 現金及び現金同

等物の中間期末

(期末)残高と中間

貸借対照表(貸借

対照表)に掲記さ

れている科目の金

額との関係

 

 

 

 

 

現金及び預金

有価証券

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

1,678,732千円

576,467千円

2,255,199千円

757,518千円

476,579千円

1,234,098千円

1,838,014千円

476,528千円

2,314,542千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側)

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

(有形固定資産)

取得価額相当額 27,740千円

減価償却累計額 
相当額

6,830千円

中間期末残高 
相当額 

20,909千円

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側)

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

(有形固定資産)

取得価額相当額 36,631千円

減価償却累計額
相当額

13,159千円

中間期末残高
相当額

23,471千円
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側)

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

(有形固定資産)

取得価額相当額 37,964千円

減価償却累計額 
相当額

10,631千円

期末残高相当額 27,332千円

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 

１年内 5,683千円

１年超 15,484千円

合計 21,167千円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 7,640千円

１年超 16,193千円

合計 23,833千円
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

 

１年内 7,625千円

１年超 20,032千円

合計 27,657千円

 

 (3) 当中間期の支払リース料、減

価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 3,223千円

減価償却費 
相当額

3,026千円

支払利息相当額 294千円

 (3) 当中間期の支払リース料、リ

ース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

支払リース料 4,044千円

減価償却費
相当額

3,860千円

支払利息相当額 220千円  

 (3) 当期の支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 7,216千円

減価償却費
相当額

6,827千円

支払利息相当額 554千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

の未経過リース料中間期末残高

 (借主側)

１年内 2,052千円

１年超 342千円

合計 2,394千円
 

２ オペレーティング・リース取引

の未経過リース料中間期末残高

 (借主側)

１年内 342千円

１年超 ― 千円

合計 342千円
 

２ オペレーティング・リース取引

の未経過リース料期末残高

 (借主側)

１年内 1,368千円

１年超 ― 千円

合計 1,368千円

 

    



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

種類
取得原価 
(千円)

中間 
貸借対照表
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

取得原価
(千円)

中間
貸借対照表
計上額 
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

貸借 
対照表 
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

① 株式 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

② 債券 28,000 28,102 102 ― ― ― 27,074 27,885 811

③ その他 152,128 160,145 8,017 313,568 336,340 22,772 303,378 313,156 9,778

計 180,128 188,247 8,119 313,568 336,340 22,772 330,452 341,042 10,590

区分
前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

中間貸借対照表計上額
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

貸借対照表計上額 
(千円)

その他有価証券

非上場株式 130,600 121,600 121,600

証券投資信託の受益証券(MMF) 576,467 476,579 476,528

投資事業組合への出資金 ―  182,903 175,831

合計 707,067 781,082 773,959

子会社株式及び関連会社株式

非上場株式 72,000 108,000 72,000

合計 72,000 108,000 72,000



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１ 通貨関連(市場取引以外の取引) 

  

 
  

 
  

２ その他 

  

 
  

種類

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

契約額等
(千円)

契約額等 
のうち 
１年超 
(千円)

時価 
(千円)

評価損益 
(千円)

契約額等
(千円)

契約額等
のうち
１年超
(千円)

時価 
(千円)

評価損益
(千円)

契約額等
(千円)

契約額等
のうち
１年超
(千円)

時価 
(千円)

評価損益
(千円)

為替予約取引

 買建(米ドル) 441,610 ― 447,750 6,140 335,027 ― 341,710 6,683 314,368 ― 324,530 10,162

通貨スワップ取引

 受取：米ドル 1,818,040 1,564,360 1,701,419 △116,620 1,564,360 1,310,360 1,480,695 △83,664 1,691,200 1,437,520 1,510,279 △180,920

 支払：円

合計 2,259,650 1,564,360 2,149,169 △110,480 1,899,387 1,310,680 1,822,405 △76,981 2,005,568 1,437,520 1,834,809 △170,758

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

(注)１ 為替予約取引及び通貨スワ

ップ取引の評価は時価法に

よっており、期中の評価損

益の増減は、当該中間会計

期間の損益として処理して

おります。

(注)１    同左 (注)１ 為替予約取引及び通貨スワ

ップ取引の評価は時価法に

よっており、事業年度中の

評価損益の増減は、当該事

業年度の損益として処理し

ております。

２ 為替予約取引の時価の金額

は、主要取引銀行から提示

された中間期末現在の先物

価格に基づき算定しており

ます。

２    同左 ２ 為替予約取引の時価の金額

は、主要取引銀行から提示

された期末現在の先物価格

に基づき算定しておりま

す。

３ 通貨スワップ取引の時価の

金額は、当該取引先証券会

社から提示された中間期末

現在の評価額に基づき算定

しております。

３    同左 ３ 通貨スワップ取引の時価の

金額は、当該取引先証券会

社から提示された期末現在

の評価額に基づき算定して

おります。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

市場取引(先物取引、オプション

取引)、為替予約及び通貨スワップ

以外の市場外取引(先渡取引、オプ

ション取引、通貨以外のスワップ取

引、その他)については、該当事項

はありません。

同左 同左



(持分法損益等) 

  

 
  

(１株当たり情報) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

関連会社の損益等からみて重要性

が乏しいため、記載しておりませ

ん。

該当事項はありません。 関連会社の損益等からみて重要性

が乏しいため、記載しておりませ

ん。

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 1,214.51円 1,270.02円 1,248.23円

１株当たり中間(当期)
純利益

20.55円 42.06円 40.26円

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、中
間期末において希薄化効果
を有しないため記載してお
りません。

41.95円

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、期
末において希薄化効果を有
しないため記載しておりま
せん。

１株当たり中間(当期)
純利益及び潜在株式調
整後１株当たり中間
（当期）純利益の算定
上の基礎
 
１株当たり中間（当
期）純利益金額
中間損益計算書 
(損益計算書)上の 
中間(当期)純利益

217,789千円 430,570千円 457,453千円

普通株主に帰属 
しない金額の内訳

利益処分による 
役員賞与金

―千円 ―千円 35,000千円

普通株式に係る 
中間(当期)純利益

217,789千円 430,570千円 422,453千円

普通株式の 
期中平均株式数

10,596,027株 10,236,334株 10,493,260株

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利
益金額
 中間損益計算書（損  
 益計算書）上の中間 
 （当期）純利益調整 
 額

― ― ―

 普通株式増加数 ― 26,814株 ―

 （うち新株予約権） ― 26,814株 ―

希薄化効果を有しない
ため、潜在株式調整後
１株当たり中間（当
期）純利益の算定に含
まれなかった潜在株式
の概要

新株予約権取得方式による
ストックオプション 

（新株予約権2,940個）

―

 
新株予約権取得方式によ
るストックオプション 

  
（新株予約権2,940個）



(重要な後発事象) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

――――― ―――――
 
 
 

――――― 
 
 
 



(2) 【その他】 

① 平成17年11月20日開催の取締役会において、当事業年度の中間配当(商法第293条の５に定める金銭

の分配)は、これを実施しないことを決議いたしました。 

  

② 当中間会計期間終了後、この半期報告書提出日までに、資産・負債に著しい変動又は損益に重要な

影響を与えた事実若しくは与えることが確実に予想される事実は発生しておりません。 

  

③ 当中間会計期間中において、営業その他に関する重要な訴訟事件等は発生しておりません。 

  

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
(2) 自己株券買付状況                    平成17年４月11日 
  報告書                         平成17年５月10日 
                              平成17年６月10日 
                              平成17年７月８日 
                              平成17年９月15日 
                              平成17年10月12日 
                              平成17年11月11日 
                              平成17年12月12日 
                              関東財務局長に提出。 

  

(1) 有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第25期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月15日

日本ライフライン株式会社 

取締役会 御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本ライフライン株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第25期事業年度の中間会

計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本ライフライン株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員
業務執行社員 公認会計士  太  田     弘  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  坂  本  満  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  関  口     茂  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月19日

日本ライフライン株式会社 

取締役会 御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本ライフライン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第26期事業年度の中間会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本ライフライン株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  太  田     弘  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  坂  本  満  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  関  口     茂  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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